内部造作等売買契約書
売 主

 （以下「甲」という）と買 主

 (以下「乙」という)とは、内部造作及び什器備品などの売買に関して下記の通り契約する。 

(売買の契約) 

第1条 甲は、その所有する





に所在する






の内部造作及び什器備品等（以下「目的物」という）を乙に売り渡し、乙はこれを買い受けることを約定した。

（物品の引渡）

第2条 物品の引渡は、平成　　年　　月　　日に行うものとする。
（売買代金）

第3条 売買代金は金


円（消費税を含む）とする。

（品質の保証）

第4条 甲は、乙に対し、本件目的物につき、以下の事項を保証する。

1 抵当権、質権、先取特権及び賃借権、または所有権留保、等の乙の完全なる所有権の行使を妨げる事情がないこと

2 品質、機能、表示、その他の一切の事項について、関連諸法規、諸条例、など違反していないこと

3 第三者の有する工業所有権、著作権、肖像権、プライバシーの権利その他一切の知的財産権を侵害していないこと

4 不正競争防止法の規定する不正競争に該当していないこと
5 株主総会における特別決議などの必要な措置を全て済ませていること

（善管注意義務）

第5条 本契約成立後、甲は、乙に引き渡すまでの間、善良な管理者の注意をもって、本物件を保全しなければならない。

また、故意、過失により、建物及び設備等を故障、破損、減失させたときは、その賠償をしなければならない。

（契約解除）
第6条 乙が代金の支払いを怠ったときもしくは信用状態の悪化あるいはその他契約の解除につき相当な事由が認められるときは、甲は何等の催告を要しないで直ちにこの契約を解除して、引き渡した物品の返還を求めることが出来る。
（危険負担）

第7条 ①引渡日までの危険負担

本契約成立後、本件目的物が引渡までの間に、天災地変その他甲乙双方の責に帰することができない事由によって滅失又は毀損など、この契約の全部または一部が履行不能になったときは、この契約は、その部分について、当然効力を失うものとし、その滅失又は毀損による危険は甲が負担する。

②引渡後の危険負担

物品の引渡後、乙の検査期間は７日間とし、この期間満了前に生じた物品の滅失、毀損、減量、変質の他一切の損害は、甲の負担とする。ただし、以下の場合はこの限りではない。

（1） 乙の責に帰すべき場合

（2） 乙の検査に合格し、又は乙が異議をとどめず受領した場合

（3） その他甲の責めに帰すべき事由により損害が生じた場合

（合意管轄）

第8条 本契約より生ずる権利義務に関する訴訟については、乙の居住地の裁判所を第一審の管轄裁判所とすることを双方は合意した。
（支払方法）
第9条 第3条に定める売買代金の支払い方法は以下の通りとする。
支払期日：平成　　年　月　　日限り　金　　円
　　　　：平成　　年　月　　日限り　金　　円

振込先：

（遅延損害金）

第10条 乙が、第3条に定める売買代金の支払を遅延したときは、売買代金から既払い金を控除した残額に対し、年１４．６％の割合による遅延損害金を加算して支払う。
上記のとおり契約が成立したので、本契約書２通を作り、甲乙署名捺印の上各１通宛を所持する。 
平成　　年　　月　　日 

売 主(甲)

住 所

氏 名
買 主(乙)

住 所

氏 名
